アンゴラ、ギニアビサウ、サントメプリンシペにおける内戦勃発の有無の要因 -混合システムによる質的比較分析 by 中澤 香世




















































ポルトガル語圏アフリカの代表的な比較研究であり、他にアンゴラ(青木 2001; 青木 
2011)、ギニアビサウ(アミルカル 1980; 市ノ瀬? アミルカル＝カブラル協会編訳 1993; 
Rudebeck 1998; 青木 2000)、サントメプリンシペ(Baker 2006)の事例研究が存在する。
青木(2001; 2011)は複数の先行研究の中でアンゴラ内戦の特徴について整理しており、
アンゴラ内戦は石油とダイヤモンドという収益性の高い天然資源に多様な外部勢力が
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より、従属変数の差異を説明する独立変数を帰納的に抽出することができる(Frendreis 1983: 267)。 






出典：一般社団法人 アフリカ協会(2014)『AFRICA Vol.54』4 
                                                   



































置されたままであった(青木 2001: 42- 43；青木 2011: 238)。1975年 3月には、MPLA
とUNITAの武力衝突が首都ルアンダ及び北部地帯で発生し 4月の時点で内戦状態に突
入し、11月 11日の独立予定日を直前にしてアンゴラは全面的な内戦状態に突入した。










年と 1978年におけるアンゴラの分野別 GDPは農業が 50％を占有しており、農業分野
の労働力も 69％(1960)、60％(1978)を占めている農業への依存度が高い国であった





























証言している(Counselor Luis Sitoeとのインタビュー 2008; Minister Counselor 






(Minister Counselor Jacinto Rangel Neto氏とのインタビュー 2014)。内戦終結後同
国は、原油生産により目覚ましい経済成長を遂げ、近年 20％を超える成長率を記録し









ら 14 世紀頃までマリ王国が存在していた。マリ王国はマンディンガ人が 12－16 世紀
に建設した。その後、奴隷狩りを目的にポルトガル人ヌノ＝トリスタンがヨーロッパ人
として初めて、ギニアビサウに足を踏み入れ、その後 5世紀にわたり、この地はポルト






業は農業で、住民の大多数は農民であった (アミルカル 1980: 289)。ギニアビサウは商
業植民地としてポルトガルに支配され、土地を搾取された経験がなかったため、宗主国
ポルトガルの政治・経済・文化的影響も沿岸部と都市部にとどまっていた (アミルカル
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1980: 289)。米国中央情報局が定期的に刊行している『The World Factbook』(Central 





同国を独立に導くことになるアミルカル＝カブラルは 1945 年から 49 年にかけて、ポ
ルトガルのリスボンにある農業高等研究所に留学し、留学先で独立の現状分析・状況認
識、問題点の抽出をするのに役立つ知識と技術を習得し、1951年から 53年にかけて「精
神の再アフリカ化」を進めた (石塚 アミルカル＝カブラル協会編訳 1993: 176- 177)。
1956年、アミルカル＝カブラル、アリシュデシュ＝ぺレイラら 6名が同国でアフリカ
人独立党(PAI)を結成し、PAI は 1960 年にギニア・カボベルデ・アフリカ人独立党
(PAIGC)と改称した。1973年 9月 24日、同国は国家独立宣言が実施され、1974年 1
月～2月、新国家ギニアビサウに対する各国からの承認があいついだ。宗主国のポルト
ガルからは 1974年 9月に独立を承認された。独立時、同国の PAIGCは強固で有能な
自尊心あふれる政治的組織として政治的意識、現実的な目標そして政治的経験とともに
誕生した(Chabal 1983: 117)。1978年 11月 18日、PAIGC反乱分子によるクーデター
未遂事件が発生し、1982 年 3 月には PAIGC 内部から不安定化工作の試みがあり、3
月 17日には、同国は暫定政府の改造を実施した。皮肉な結果ではあるが、低開発理論
の観点から述べると、ギニアビサウは政治的には最も発展しているが、農業生産の輸出






































のココア生産者となり、同国の最重要農業生産物となった(Country Watch 2013: 7)。
1953 年には、奴隷への過酷な労働に対して暴動が勃発し、数百名のアフリカ人労働者
がポルトガル統治者との衝突で殺害され、このバテパの虐殺は同国の植民地の歴史にお
いて主要な出来事となった(Country Watch 2013: 7)。1950年代末までにサントメプリ
ンシペ人の小さいグループがガボンの近くにサントメプリンシペ解放運動(MLSTP)の
拠点を形成した(Country Watch 2013: 8)。1974年 4月のポルトガルにおけるカエター
ノ独裁政権の転覆により、ポルトガルは海外植民地を放棄せざるを得なくなり、ポルト
ガル人代表者はMLSTPと会合し、主権の移動に関する協定を締結した。移行期政府の
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あと、サントメプリンシペは 1975年 7月 12日に独立を獲得し、MLSTP初代大統領
にマニュエル・ピント・ダ・コスタを選出した(Country Watch 2013: 8)。サントメプ
リンシペはインフラ等を維持するための経済的人的資源が欠落しており、ポルトガルが








いえる。フリーダムハウスによると 1994年から 2002年までの 9年間、政治的権利、







仮説 1? ：独立時の国家基盤が脆弱な国は内戦が発生する傾向にある。 
仮説 2? ：権力分掌に失敗する国は内戦が発生する傾向にある。 
仮説 3? ：外国勢力の介入を被る国は内戦が発生する傾向にある。 
仮説 4? ：民族多様性を有する国は内戦が発生する傾向にある。 














Collierと Hoeffler (2002a: 35)はワーキングペーパーの中で、161か国を事例選定し、
1960年～1999年を対象期間とし、78の内戦を分析対象として実証分析を実施した。
実証分析の結果、紛争リスクは人口分散と山岳地帯の地形によって増加すると結論付け
ている。Fearon and Laitin (2003: 85)は論文の中で実証分析(多項ロジット)の結果、独
立後、2年以内の新国家における内戦の勃発率は 5.25倍増大し、内戦が勃発しやすく
なると実証している。他に相関関係が見られる変数としては、石油を輸出する国は内戦


















の指標となると結論づけている(Fearon and Laitin 2003: 88)。Samuels (2011: 261)は
一国における暴力行為が隣国にまで波及したとき、その隣国が脆弱国家で国境を管理で
                                                                                                                          
関しては、各事例対象国の歴史的叙述において議論の補強をしている。本稿では、歴史的叙述に
よる過程追跡(Beach and Pedersen 2013)を試み、質的に因果メカニズムを追求している。 







仮説 2: 権力分掌に失敗する国は内戦が発生する傾向にある。 


















ポルトガル語圏アフリカ研究者の Chabal (1983: 113)はアンゴラの国家紛争は軍事的
競争と外部からの介入の結果によるものであると議論している。Samuels(2011: 261)
によると反乱分子は隣国で政治的暴力を支援もしくは鎮圧する可能性のある外国政府
から支援を受ける可能性があると議論している。Baylis, Smith, Owens (2011:63) は著
書の中で、大国の介入は変革をもたらす場合もあるが、大国の直接的な介入は紛争の促
進と長期化をまねく場合もあると議論している。アンゴラの内戦はまさに後者の議論が





















Counselor Jacinto Rangel Neto氏とのインタビュー 2014)。 
仮説 5：地理的条件は内戦勃発の有無に影響する傾向にある。 






















































アンゴラ政府高官(Minister Counselor Jacinto Rangel Netoとのインタビュー 2014)
からのポルトガル語による聞き取り調査によると、外国政府による利権が絡まない紛争
は存在せず、とくにアンゴラ内戦は複数の西欧諸国の利権を目的とした介入が反映され
ていたと証言している。Baylis, Smith, Owens(2011:63) も大国の介入は変革をもたら
す場合もあれば、紛争の促進と長期化をまねく場合もあると議論している。アンゴラの
内戦はまさに後者である。 












(DeRouen and Sobek 2004: 32 and 311)。アンゴラは周辺国の数が多く、飛び地のカビ
ンダを入れると国境の数は 5つになり、この先行研究議論が該当する事例である。













 アンゴラ ギニアビサウ サントメプリンシペ 
従属変数 
(内戦勃発有無) 





(Chabal 1983: 113) 
無 

































(戸田 2000: 94-95) 
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家である。フリーダムハウスによると 1994年から 2002年までの 9年間、政治的権利、
市民の自由度はカーボベルデと並び、継続的に上位の 1と 2を維持している(Table 1 
Baker 2006: 494)。独立当時、マニュエル・ピント・ダ・コスタ大統領は強い統制下の
社会主義政権を確立し、同国政府は保健教育分野の理想的なシステムを設定し今日に至
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